
SBI損保サポートデスク

0800-170-7450

お申込みの際に
ご提出いただく書類のご案内

（住まいの保険）

LS3604-09(2311)

173-083(2311)
23-0389-11

ご契約内容によっては、上記に記載のない書類をご提出いただくこともあります。なお、保険期間の途中でお住まいの構造が変わったり、契約内容を変更する際も
書類をご提出いただくことがございます。

お住まいの情報を確認することができる書類01

1  建築年月（※1）を確認することができる書類

お申込みの際は、以下の書類を契約申込書と一緒にご返送ください。

書類のイメージ

オール電化住宅であることを確認することができる書類02

オール電化住宅割引が受けられます

ご申告内容により、下記書類のコピーの提出が必要となる場合があります。
・ 「オール電化」「全電化」の記載のある電力会社の明細
・ 設備仕様書、設計図面、住宅ご購入の際のパンフレット　など

「耐火性能を確認することができる書類」のご提出が不要となる主な場合
・「 2  柱の種類を確認することができる書類」で、コンクリート造、コンクリートブロック造、レンガ造、

石造、鉄骨造（一戸建の専用住宅に限る。）であることが確認できる場合　など

お住まいがオール電化住宅に該当する場合には、オール電化住宅割引が適用されます。
弊社よりお送りする「 11 　オール電化住宅に関する確認書」をご確認ください。

建築年月の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

柱の種類の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

耐火性能の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

1 免震建築物割引 　 2 耐震等級割引 　 3 耐震診断割引 　 4 建築年割引

地震保険の割引適用を確認することができる書類
地震保険にご加入をお考えの方

地震保険には、お住まいの耐震や免震性能などにより適用される保険料の割引があります。
下記 1 ～ 4 のいずれかの割引を適用できる可能性がある場合、確認資料のコピーをご提出ください。

 地震保険割引確認資料の例は P4-5 をご覧ください。
 割引の詳細については P6 をご覧ください。

平日	 9：00～20：00
（水曜は17：30まで）

土・日・祝日		10：00～20：00
※12/31～1/3を除きます。

受付時間

＊ 　お住まいの施工者、ハウスメーカー、設計者 
または販売者の方にご記入いただく書類です。

＊ 　まだ発行されていない場合は、設計住宅性能
評価書

お住まいがオール電化住宅である場合、確認書類をご提出ください。
 ご提出いただく書類はP2をご覧ください。

オール電化住宅であることを確認することができる書類02

お住まいの情報を確認することができる書類01

 1  建築年月を確認することができる書類のコピー

 2  柱の種類を確認することができる書類のコピー

 3  耐火性能を確認することができる書類のコピー

お申込みの際に、お住まいの「建築年月」、「柱の種類」および「耐火性能」をご確認いただき、
これらを確認することができる下記 1 ～ 3 の書類のコピーをご提出ください。

 ご提出いただく書類の例はP2をご覧ください。

1  重要事項説明書

6  登記事項要約書

9  建設住宅性能評価書

4  検査済証

7  確認済証（確認通知書）

2

5

8

3

10   建物構造証明書 11   オール電化住宅に関する確認書

＊　 1 ～ 3 の書類がない場合は、施工者、ハウスメーカー、設計者または販売者にご確認ください。

＊　各書類のイメージは、書類名の前の 1 などの数字を参考にP3をご参照ください。

※1  　建築年月とは「建物完成年月」（建物の建築工事が完了した年月）をいいます。
　建物の建築工事が完了していない場合は、「建物完成予定年月」をご確認いただき、後日、建築工事が完了した後に改めて「建物完成
年月」をご確認ください。

1 　重要事項説明書 5 　登記簿謄本または全部事項証明書
4 　検査済証 6 　登記事項要約書

3  耐火性能（※3）を確認することができる書類

※3　耐火建築物、準耐火建築物、省令準耐火建物など
※4　書類がご用意いただけない場合、または、書類から弊社の定める構造級別における耐火性能が確認できない場合は、「 10　建物構

造証明書」をご提出ください。
※5　省令準耐火建物の確認はできません。

2 　建築確認申請書（第一面～第五面）（※4）（※5） 3 　仕様書（図面）、お住まいのパンフレットなど（※4）

2  柱の種類（※2）を確認することができる書類

※2 　木造、鉄骨造、コンクリート造など

1 　重要事項説明書 6 　登記事項要約書
2 　建築確認申請書（第一面～第五面） 7 　確認済証（確認通知書）　

3 　仕様書（図面）、お住まいのパンフレットなど 8 　売買契約書
4 　検査済証 9 　建設住宅性能評価書 
5 　登記簿謄本または全部事項証明書

住宅パンフレット
株式会社 住宅

LS3603-04（2003） 

 

173-024（2003） 

20-0008-11 

ＳＳＢＢＩＩ損損保保  住住ままいいのの保保険険    

オオーールル電電化化住住宅宅のの確確認認にに関関すするるごご案案内内 

オール電化住宅とは、保険の対象である建物において、熱源を得るための設備・装置（※１）（※２）が 

すべてガスや石油類等の燃焼によらない住宅をいいます。 

※１ 住宅においては、調理設備・給湯設備・暖房設備が該当します。 

※２ 建物に定着していない設備・装置（可動式の灯油用暖房機器やカセットコンロ等）は、除きます。 

 

① 保険の対象である建物がオール電化住宅であることを確認できる下下記記ののいいずずれれかかのの書書類類ををおお持持ちちのの場場合合、、

そそのの書書類類のの写写ししををごご提提出出くくだだささいい。。 

◆ オール電化住宅向けのプランである旨の記載がある電気料金明細書 

◆ 保険の対象である建物がオール電化住宅であることを示す書類（施工者、ハウスメーカーのパンフレット等） 

 

② 上上記記書書類類ををごご提提出出いいたただだけけなないい場場合合、、以以下下ににごご記記入入ののううええ、、当当書書類類ををごご提提出出くくだだささいい。。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

オオーールル電電化化住住宅宅にに関関すするる確確認認書書      

ＳＢＩ損害保険株式会社 宛 

 

保険の対象である建物が次のいずれかに該当することを確認のうえ、該当するものすべてにチェック☑をご記入くだ

さい。 

 ガス会社とのガスの供給に関する契約はありません。また、ボイラーや暖炉を建物に備え付けていません。 

 建物定着の調理設備・給湯設備・暖房設備はすべて電気により作動します。 

 

下欄にご記入日を記載の上、ご契約者さまにてご署名をお願いいたします。 

ごご記記入入日日  
※ご記入日が未記入の場合は、弊社に書類が到着した

日をご記入日とさせていただきます。 
西暦              年         月         日 

保保険険契契約約者者氏氏名名  （（自自署署））  フフルルネネーームムででごご署署名名くくだだささいい  

以上 

ご記入いただいた内容を訂正される場合は、該当箇所に二重線を引き、訂正印を押してくださいますようお願いいたします。 

 

◆告知事項・通知事項について 

保険の対象である建物がオール電化住宅であるかどうかは、告知事項・通知事項となります。そのため、ご契約者および記名被保険者に

は、ご契約時に事実を正確にお申し出いただく義務があり、またご契約後に変更が生じた場合は遅滞なく通知していただく必要があります。

事実と異なる回答をされた場合、または変更が発生した際に遅滞なくご連絡がない場合は、ご契約が解除されたり、事故の際に保険金を

お支払いできないことがありますのでご注意ください。 

社内使用欄 

見積番号  
 

1 建築年月

1 建築年月1 建築年月

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

建築確認申請書
（第一面～第五面）

登記簿謄本または
全部事項証明書

売買契約書

仕様書（図面）、お住まいの
パンフレットなど

2 柱の種類

3 耐火性能

2 柱の種類

3 耐火性能

1 建築年月

2 柱の種類

2 柱の種類

2 3
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ご契約内容によっては、上記に記載のない書類をご提出いただくこともあります。なお、保険期間の途中でお住まいの構造が変わったり、契約内容を変更する際も
書類をご提出いただくことがございます。

お住まいの情報を確認することができる書類01

1  建築年月（※1）を確認することができる書類

お申込みの際は、以下の書類を契約申込書と一緒にご返送ください。

書類のイメージ

オール電化住宅であることを確認することができる書類02

オール電化住宅割引が受けられます

ご申告内容により、下記書類のコピーの提出が必要となる場合があります。
・ 「オール電化」「全電化」の記載のある電力会社の明細
・ 設備仕様書、設計図面、住宅ご購入の際のパンフレット　など

「耐火性能を確認することができる書類」のご提出が不要となる主な場合
・「 2  柱の種類を確認することができる書類」で、コンクリート造、コンクリートブロック造、レンガ造、

石造、鉄骨造（一戸建の専用住宅に限る。）であることが確認できる場合　など

お住まいがオール電化住宅に該当する場合には、オール電化住宅割引が適用されます。
弊社よりお送りする「 11 　オール電化住宅に関する確認書」をご確認ください。

建築年月の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

柱の種類の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

耐火性能の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

1 免震建築物割引 　 2 耐震等級割引 　 3 耐震診断割引 　 4 建築年割引

地震保険の割引適用を確認することができる書類
地震保険にご加入をお考えの方

地震保険には、お住まいの耐震や免震性能などにより適用される保険料の割引があります。
下記 1 ～ 4 のいずれかの割引を適用できる可能性がある場合、確認資料のコピーをご提出ください。

 地震保険割引確認資料の例は P4-5 をご覧ください。
 割引の詳細については P6 をご覧ください。

平日	 9：00～20：00
（水曜は17：30まで）

土・日・祝日		10：00～20：00
※12/31～1/3を除きます。

受付時間

＊ 　お住まいの施工者、ハウスメーカー、設計者 
または販売者の方にご記入いただく書類です。

＊ 　まだ発行されていない場合は、設計住宅性能
評価書

お住まいがオール電化住宅である場合、確認書類をご提出ください。
 ご提出いただく書類はP2をご覧ください。

オール電化住宅であることを確認することができる書類02

お住まいの情報を確認することができる書類01

 1  建築年月を確認することができる書類のコピー

 2  柱の種類を確認することができる書類のコピー

 3  耐火性能を確認することができる書類のコピー

お申込みの際に、お住まいの「建築年月」、「柱の種類」および「耐火性能」をご確認いただき、
これらを確認することができる下記 1 ～ 3 の書類のコピーをご提出ください。

 ご提出いただく書類の例はP2をご覧ください。

1  重要事項説明書

6  登記事項要約書

9  建設住宅性能評価書

4  検査済証

7  確認済証（確認通知書）

2

5

8

3

10   建物構造証明書 11   オール電化住宅に関する確認書

＊　 1 ～ 3 の書類がない場合は、施工者、ハウスメーカー、設計者または販売者にご確認ください。

＊　各書類のイメージは、書類名の前の 1 などの数字を参考にP3をご参照ください。

※1  　建築年月とは「建物完成年月」（建物の建築工事が完了した年月）をいいます。
　建物の建築工事が完了していない場合は、「建物完成予定年月」をご確認いただき、後日、建築工事が完了した後に改めて「建物完成
年月」をご確認ください。

1 　重要事項説明書 5 　登記簿謄本または全部事項証明書
4 　検査済証 6 　登記事項要約書

3  耐火性能（※3）を確認することができる書類

※3　耐火建築物、準耐火建築物、省令準耐火建物など
※4　書類がご用意いただけない場合、または、書類から弊社の定める構造級別における耐火性能が確認できない場合は、「 10　建物構

造証明書」をご提出ください。
※5　省令準耐火建物の確認はできません。

2 　建築確認申請書（第一面～第五面）（※4）（※5） 3 　仕様書（図面）、お住まいのパンフレットなど（※4）

2  柱の種類（※2）を確認することができる書類

※2 　木造、鉄骨造、コンクリート造など

1 　重要事項説明書 6 　登記事項要約書
2 　建築確認申請書（第一面～第五面） 7 　確認済証（確認通知書）　

3 　仕様書（図面）、お住まいのパンフレットなど 8 　売買契約書
4 　検査済証 9 　建設住宅性能評価書 
5 　登記簿謄本または全部事項証明書

住宅パンフレット
株式会社 住宅

LS3603-04（2003） 

 

173-024（2003） 

20-0008-11 

ＳＳＢＢＩＩ損損保保  住住ままいいのの保保険険    

オオーールル電電化化住住宅宅のの確確認認にに関関すするるごご案案内内 

オール電化住宅とは、保険の対象である建物において、熱源を得るための設備・装置（※１）（※２）が 

すべてガスや石油類等の燃焼によらない住宅をいいます。 

※１ 住宅においては、調理設備・給湯設備・暖房設備が該当します。 

※２ 建物に定着していない設備・装置（可動式の灯油用暖房機器やカセットコンロ等）は、除きます。 

 

① 保険の対象である建物がオール電化住宅であることを確認できる下下記記ののいいずずれれかかのの書書類類ををおお持持ちちのの場場合合、、

そそのの書書類類のの写写ししををごご提提出出くくだだささいい。。 

◆ オール電化住宅向けのプランである旨の記載がある電気料金明細書 

◆ 保険の対象である建物がオール電化住宅であることを示す書類（施工者、ハウスメーカーのパンフレット等） 

 

② 上上記記書書類類ををごご提提出出いいたただだけけなないい場場合合、、以以下下ににごご記記入入ののううええ、、当当書書類類ををごご提提出出くくだだささいい。。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

オオーールル電電化化住住宅宅にに関関すするる確確認認書書      

ＳＢＩ損害保険株式会社 宛 

 

保険の対象である建物が次のいずれかに該当することを確認のうえ、該当するものすべてにチェック☑をご記入くだ

さい。 

 ガス会社とのガスの供給に関する契約はありません。また、ボイラーや暖炉を建物に備え付けていません。 

 建物定着の調理設備・給湯設備・暖房設備はすべて電気により作動します。 

 

下欄にご記入日を記載の上、ご契約者さまにてご署名をお願いいたします。 

ごご記記入入日日  
※ご記入日が未記入の場合は、弊社に書類が到着した

日をご記入日とさせていただきます。 
西暦              年         月         日 

保保険険契契約約者者氏氏名名  （（自自署署））  フフルルネネーームムででごご署署名名くくだだささいい  

以上 

ご記入いただいた内容を訂正される場合は、該当箇所に二重線を引き、訂正印を押してくださいますようお願いいたします。 

 

◆告知事項・通知事項について 

保険の対象である建物がオール電化住宅であるかどうかは、告知事項・通知事項となります。そのため、ご契約者および記名被保険者に

は、ご契約時に事実を正確にお申し出いただく義務があり、またご契約後に変更が生じた場合は遅滞なく通知していただく必要があります。

事実と異なる回答をされた場合、または変更が発生した際に遅滞なくご連絡がない場合は、ご契約が解除されたり、事故の際に保険金を

お支払いできないことがありますのでご注意ください。 

社内使用欄 

見積番号  
 

1 建築年月

1 建築年月1 建築年月

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

建築確認申請書
（第一面～第五面）

登記簿謄本または
全部事項証明書

売買契約書

仕様書（図面）、お住まいの
パンフレットなど

2 柱の種類

3 耐火性能

2 柱の種類

3 耐火性能

1 建築年月

2 柱の種類

2 柱の種類

2 3



SBI損保サポートデスク

0800-170-7450

お申込みの際に
ご提出いただく書類のご案内

（住まいの保険）

LS3604-09(2311)

173-083(2311)
23-0389-11

ご契約内容によっては、上記に記載のない書類をご提出いただくこともあります。なお、保険期間の途中でお住まいの構造が変わったり、契約内容を変更する際も
書類をご提出いただくことがございます。

お住まいの情報を確認することができる書類01

1  建築年月（※1）を確認することができる書類

お申込みの際は、以下の書類を契約申込書と一緒にご返送ください。

書類のイメージ

オール電化住宅であることを確認することができる書類02

オール電化住宅割引が受けられます

ご申告内容により、下記書類のコピーの提出が必要となる場合があります。
・ 「オール電化」「全電化」の記載のある電力会社の明細
・ 設備仕様書、設計図面、住宅ご購入の際のパンフレット　など

「耐火性能を確認することができる書類」のご提出が不要となる主な場合
・「 2  柱の種類を確認することができる書類」で、コンクリート造、コンクリートブロック造、レンガ造、

石造、鉄骨造（一戸建の専用住宅に限る。）であることが確認できる場合　など

お住まいがオール電化住宅に該当する場合には、オール電化住宅割引が適用されます。
弊社よりお送りする「 11 　オール電化住宅に関する確認書」をご確認ください。

建築年月の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

柱の種類の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

耐火性能の記載がある書類の例（いずれか1つのコピーをご提出ください）

1 免震建築物割引 　 2 耐震等級割引 　 3 耐震診断割引 　 4 建築年割引

地震保険の割引適用を確認することができる書類
地震保険にご加入をお考えの方

地震保険には、お住まいの耐震や免震性能などにより適用される保険料の割引があります。
下記 1 ～ 4 のいずれかの割引を適用できる可能性がある場合、確認資料のコピーをご提出ください。

 地震保険割引確認資料の例は P4-5 をご覧ください。
 割引の詳細については P6 をご覧ください。

平日	 9：00～20：00
（水曜は17：30まで）

土・日・祝日		10：00～20：00
※12/31～1/3を除きます。

受付時間

＊ 　お住まいの施工者、ハウスメーカー、設計者 
または販売者の方にご記入いただく書類です。

＊ 　まだ発行されていない場合は、設計住宅性能
評価書

お住まいがオール電化住宅である場合、確認書類をご提出ください。
 ご提出いただく書類はP2をご覧ください。

オール電化住宅であることを確認することができる書類02

お住まいの情報を確認することができる書類01

 1  建築年月を確認することができる書類のコピー

 2  柱の種類を確認することができる書類のコピー

 3  耐火性能を確認することができる書類のコピー

お申込みの際に、お住まいの「建築年月」、「柱の種類」および「耐火性能」をご確認いただき、
これらを確認することができる下記 1 ～ 3 の書類のコピーをご提出ください。

 ご提出いただく書類の例はP2をご覧ください。

1  重要事項説明書

6  登記事項要約書

9  建設住宅性能評価書

4  検査済証

7  確認済証（確認通知書）

2

5

8

3

10   建物構造証明書 11   オール電化住宅に関する確認書

＊　 1 ～ 3 の書類がない場合は、施工者、ハウスメーカー、設計者または販売者にご確認ください。

＊　各書類のイメージは、書類名の前の 1 などの数字を参考にP3をご参照ください。

※1  　建築年月とは「建物完成年月」（建物の建築工事が完了した年月）をいいます。
　建物の建築工事が完了していない場合は、「建物完成予定年月」をご確認いただき、後日、建築工事が完了した後に改めて「建物完成
年月」をご確認ください。

1 　重要事項説明書 5 　登記簿謄本または全部事項証明書
4 　検査済証 6 　登記事項要約書

3  耐火性能（※3）を確認することができる書類

※3　耐火建築物、準耐火建築物、省令準耐火建物など
※4　書類がご用意いただけない場合、または、書類から弊社の定める構造級別における耐火性能が確認できない場合は、「 10　建物構

造証明書」をご提出ください。
※5　省令準耐火建物の確認はできません。

2 　建築確認申請書（第一面～第五面）（※4）（※5） 3 　仕様書（図面）、お住まいのパンフレットなど（※4）

2  柱の種類（※2）を確認することができる書類

※2 　木造、鉄骨造、コンクリート造など

1 　重要事項説明書 6 　登記事項要約書
2 　建築確認申請書（第一面～第五面） 7 　確認済証（確認通知書）　

3 　仕様書（図面）、お住まいのパンフレットなど 8 　売買契約書
4 　検査済証 9 　建設住宅性能評価書 
5 　登記簿謄本または全部事項証明書

住宅パンフレット
株式会社 住宅

LS3603-04（2003） 

 

173-024（2003） 

20-0008-11 

ＳＳＢＢＩＩ損損保保  住住ままいいのの保保険険    

オオーールル電電化化住住宅宅のの確確認認にに関関すするるごご案案内内 

オール電化住宅とは、保険の対象である建物において、熱源を得るための設備・装置（※１）（※２）が 

すべてガスや石油類等の燃焼によらない住宅をいいます。 

※１ 住宅においては、調理設備・給湯設備・暖房設備が該当します。 

※２ 建物に定着していない設備・装置（可動式の灯油用暖房機器やカセットコンロ等）は、除きます。 

 

① 保険の対象である建物がオール電化住宅であることを確認できる下下記記ののいいずずれれかかのの書書類類ををおお持持ちちのの場場合合、、

そそのの書書類類のの写写ししををごご提提出出くくだだささいい。。 

◆ オール電化住宅向けのプランである旨の記載がある電気料金明細書 

◆ 保険の対象である建物がオール電化住宅であることを示す書類（施工者、ハウスメーカーのパンフレット等） 

 

② 上上記記書書類類ををごご提提出出いいたただだけけなないい場場合合、、以以下下ににごご記記入入ののううええ、、当当書書類類ををごご提提出出くくだだささいい。。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

オオーールル電電化化住住宅宅にに関関すするる確確認認書書      

ＳＢＩ損害保険株式会社 宛 

 

保険の対象である建物が次のいずれかに該当することを確認のうえ、該当するものすべてにチェック☑をご記入くだ

さい。 

 ガス会社とのガスの供給に関する契約はありません。また、ボイラーや暖炉を建物に備え付けていません。 

 建物定着の調理設備・給湯設備・暖房設備はすべて電気により作動します。 

 

下欄にご記入日を記載の上、ご契約者さまにてご署名をお願いいたします。 

ごご記記入入日日  
※ご記入日が未記入の場合は、弊社に書類が到着した

日をご記入日とさせていただきます。 
西暦              年         月         日 

保保険険契契約約者者氏氏名名  （（自自署署））  フフルルネネーームムででごご署署名名くくだだささいい  

以上 

ご記入いただいた内容を訂正される場合は、該当箇所に二重線を引き、訂正印を押してくださいますようお願いいたします。 

 

◆告知事項・通知事項について 

保険の対象である建物がオール電化住宅であるかどうかは、告知事項・通知事項となります。そのため、ご契約者および記名被保険者に

は、ご契約時に事実を正確にお申し出いただく義務があり、またご契約後に変更が生じた場合は遅滞なく通知していただく必要があります。

事実と異なる回答をされた場合、または変更が発生した際に遅滞なくご連絡がない場合は、ご契約が解除されたり、事故の際に保険金を

お支払いできないことがありますのでご注意ください。 

社内使用欄 

見積番号  
 

1 建築年月

1 建築年月1 建築年月

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

2 柱の種類

建築確認申請書
（第一面～第五面）

登記簿謄本または
全部事項証明書

売買契約書

仕様書（図面）、お住まいの
パンフレットなど

2 柱の種類

3 耐火性能

2 柱の種類

3 耐火性能

1 建築年月

2 柱の種類

2 柱の種類

2 3



地震保険の割引適用を確認することができる書類

A 建築確認申請書（第一面～第五面） ❹ 建築年

●公的機関等の受領印・処理印が
あること

●「工事着手予定年月日」等で昭和
56年6月1日以降に新築された
ことが確認できること

●「新築」であること
（第四面の「工事種別」の欄等
に記載）

次の点を確認できることが必要です。

地震保険にご加入をお考えの方

地震保険割引確認資料の例

※各確認資料の建物の所在地、建築場所は地番表示で構いません。
※複数の割引に該当する場合には最も高い割引率を適用しますので、1 ～ 4 の割引を重複して適用させることはできません。

D 登記簿謄本または全部事項証明書

●建物の所在地 
● 新築年月日が昭和５６年６月1日

以降であること
（「原因およびその日付」欄）

次の点を確認できることが必要です。

❹ 建築年

K 他社の保険証券 ❶ 免震建築物 ❸ 耐震診断❷ 耐震等級 ❹ 建築年

●今回適用する割引と同じ割引が記載されていること  
（保険証券に記載されている割引と異なる割引を適用する場合は、 
あらためて確認資料のご提出が必要です。）

●耐震等級  
（耐震等級割引の場合）

次の点を確認できることが必要です。

※ご提出いただくコピーは保険証券の全面となります。

本ページ掲載の確認資料は一例です。ご不明な点がございましたら、SBI損保サポートデスクまでお問い合せください。

建設住宅性能評価書
（または設計住宅性能評価書）

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

●表紙に

または

のマークがあることをご確認 
ください。

次の点を確認できることが必要です。

※ご提出いただくコピーは評価書の 
　全面となります。

G
長期優良住宅建築等計画に係る
技術的審査適合証

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

●登録住宅性能評価機関の記名
および押印があること

●建物の所在地

次の点を確認できることが必要です。

H
B 確認済証（確認通知書） ❹ 建築年

● 確認年月日が昭和５６年６月1日
以降であること

●建築場所 
●「新築」であること  
　（工事種別）

次の点を確認できることが必要です。

C 検査済証 ❹ 建築年

● 発行者が建築主事または指定 
確認検査機関であること

● 建築確認年月日または確認済証
交付年月日が昭和56年6月1日
以降であること

●建築場所 
●「新築」であること  
　（工事種別）

次の点を確認できることが必要です。

J 耐震基準適合証明書 ❸ 耐震診断

●証明者（建築士等）の記名・押印
または署名があること

●建物の所在地 

次の点を確認できることが必要です。

●地方公共団体の長など  
所管行政官庁が分かる記名および
押印があること

●建物の所在地 

次の点を確認できることが必要です。

※免震建築物割引、耐震等級割引（耐震等級
3）の適用を受ける場合は、別途免震建築物
であること、または耐震等級3であることが
確認できる資料のご提出が必要です。

認定通知書
（長期優良住宅）

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

I

各資料の横の ❶	免震建築物 ❸	耐震診断❷	耐震等級 ❹	建築年  は、
ご提出いただくことで適用の可能性がある割引を表示しています。

E  重要事項説明書 ❹ 建築年

● 宅地建物取引士（宅地建物取引
主任者）の記名・押印または署
名があること

●建物の所在地 
● 新築年月日が昭和５６年６月1日

以降であること

次の点を確認できることが必要です。

F  売買契約書 ❹ 建築年

● 宅地建物取引士（または宅地建
物取引主任者）の記名・押印ま
たは署名があること

● 建物の所在地
● 建築確認年月日が昭和56年6月

1日以降であること
● 「新築」であること
　（建設、建築、竣工、完成、着工

といった記載でも可）

次の点を確認できることが必要です。

確認資料とすることができる主な書類
建築確認申請書 A 建築基準法第18条第3項の規定による適合する旨の通知書
確認済証（確認通知書） B 建築基準法に基づく確認済の証
検査済証 C 建築確認証明書（建築物確認証明書）
登記簿謄本または全部事項説明書 D 建築確認申請（計画通知）台帳記載証明書
宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書 E 住宅用家屋証明書（租税特別措置法に関する証明願、新築住宅証明書）
宅地建物取引業法に基づく不動産売買契約書 F  または賃貸住宅契約書 証明願（証明書）
建築年割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、保険契約継続証、
異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまたはこれらの代替として保険
会社が保険契約者に対して発行する書類もしくは電子データのいずれか

家屋所在証明書（固定資産（家屋）所在証明書、物件証明、課税台帳登録事項
証明、評価証明、家屋課税台帳）

登記申請書 不動産登記情報（全部事項）（インターネット）
建物登記済権利証 確認済証（確認通知書）+建築確認申請書の副本およびその添付図書

登記事項要約書 登記の申請にあたり申請者が登記所に提出する工事完了引渡証明書または
建物引渡証明書

名義変更届（建築主等変更届）

■	建築年割引（10%割引）
適用条件：1981年（昭和56年）6月1日以降に新築された建物であること

地震保険には建物の耐震性能に応じた保険料の割引制度があります。
割引の適用を受けるためには、下記の適用条件を満たすことが確認できる所定の確認資料のコピーの提出が必要となります。
なお、割引は下記いずれか1つのみ適用でき、各割引を重複して適用させることはできません。

■	免震建築物割引（50%割引）、耐震等級割引（50~10%割引）
適用条件： 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物に該当する建物であること、または耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）

を有している建物であること
○：割引を適用できる可能性がある書類（ご提出いただいたとしても適用条件に該当することが確認できない場合、割引を適用することはできません。）

確認資料とすることができる主な書類 免震建築物割引
（50％割引）

耐震等級割引
（50～10％割引）

建設住宅性能評価書または設計住宅性能評価書 G ○○ ○○
長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査適合証 H ○○ ○○
住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第３項の規定による長期使用構造等である旨の確認書 ○○ ○○
認定通知書 I 、変更認定通知書または承認通知書 ○○
免震建築物割引または耐震等級割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、保険契約継続証、 
異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまたはこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して
発行する書類もしくは電子データのいずれか

○○ ○○

住宅用家屋証明書 ○○
認定長期優良住宅建築証明書 ○○
設計内容説明書または構造計算書※1 ○○ ○○
フラット35Sに関する適合証明書 ○○ ○○
現金取得者向け新築対象住宅証明書 ○○ ○○
共用部分検査・評価シート ○○ ○○
住宅性能証明書 ○○ ○○
現況検査・評価書 ○○ ○○
耐震性能評価書 ○○
設計内容説明書+住宅型式性能認定書（または型式住宅部分等製造者認証書）※1 ○○

上記の資料をご提出いただいたとしても適用条件に該当することが確認できない場合、割引を適用することはできません。

■	耐震診断割引（10%割引）
適用条件： 地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法（1981年（昭和56年）6月1日施行）における耐震基準を満たす建物であること

確認資料とすることができる主な書類
耐震基準適合証明書 J 増改築等工事証明書
耐震診断割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、 
保険契約継続証、異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまた
はこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して発行する書類もし
くは電子データのいずれか

建物の所在地、耐震診断年月日および「平成18年国土交通省告示第185号※2 に
適合している」という文言が記載された書類

住宅耐震改修証明書 地方税法施工規則附則に基づく証明書

※1 認定通知書（変更認定通知書・承認通知書）などの「長期優良住宅に関する認定書類」や「住宅性能証明書」などとセットで提出が必要となります。
※2 平成25年国土交通省告示第1061号を含む。

※地震保険の始期日が2019年1月1日以
降の場合に対象となります。
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地震保険の割引適用を確認することができる書類

A 建築確認申請書（第一面～第五面） ❹ 建築年

●公的機関等の受領印・処理印が
あること

●「工事着手予定年月日」等で昭和
56年6月1日以降に新築された
ことが確認できること

●「新築」であること
（第四面の「工事種別」の欄等
に記載）

次の点を確認できることが必要です。

地震保険にご加入をお考えの方

地震保険割引確認資料の例

※各確認資料の建物の所在地、建築場所は地番表示で構いません。
※複数の割引に該当する場合には最も高い割引率を適用しますので、1 ～ 4 の割引を重複して適用させることはできません。

D 登記簿謄本または全部事項証明書

●建物の所在地 
● 新築年月日が昭和５６年６月1日

以降であること
（「原因およびその日付」欄）

次の点を確認できることが必要です。

❹ 建築年

K 他社の保険証券 ❶ 免震建築物 ❸ 耐震診断❷ 耐震等級 ❹ 建築年

●今回適用する割引と同じ割引が記載されていること  
（保険証券に記載されている割引と異なる割引を適用する場合は、 
あらためて確認資料のご提出が必要です。）

●耐震等級  
（耐震等級割引の場合）

次の点を確認できることが必要です。

※ご提出いただくコピーは保険証券の全面となります。

本ページ掲載の確認資料は一例です。ご不明な点がございましたら、SBI損保サポートデスクまでお問い合せください。

建設住宅性能評価書
（または設計住宅性能評価書）

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

●表紙に

または

のマークがあることをご確認 
ください。

次の点を確認できることが必要です。

※ご提出いただくコピーは評価書の 
　全面となります。

G
長期優良住宅建築等計画に係る
技術的審査適合証

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

●登録住宅性能評価機関の記名
および押印があること

●建物の所在地

次の点を確認できることが必要です。

H
B 確認済証（確認通知書） ❹ 建築年

● 確認年月日が昭和５６年６月1日
以降であること

●建築場所 
●「新築」であること  
　（工事種別）

次の点を確認できることが必要です。

C 検査済証 ❹ 建築年

● 発行者が建築主事または指定 
確認検査機関であること

● 建築確認年月日または確認済証
交付年月日が昭和56年6月1日
以降であること

●建築場所 
●「新築」であること  
　（工事種別）

次の点を確認できることが必要です。

J 耐震基準適合証明書 ❸ 耐震診断

●証明者（建築士等）の記名・押印
または署名があること

●建物の所在地 

次の点を確認できることが必要です。

●地方公共団体の長など  
所管行政官庁が分かる記名および
押印があること

●建物の所在地 

次の点を確認できることが必要です。

※免震建築物割引、耐震等級割引（耐震等級
3）の適用を受ける場合は、別途免震建築物
であること、または耐震等級3であることが
確認できる資料のご提出が必要です。

認定通知書
（長期優良住宅）

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

I

各資料の横の ❶	免震建築物 ❸	耐震診断❷	耐震等級 ❹	建築年  は、
ご提出いただくことで適用の可能性がある割引を表示しています。

E  重要事項説明書 ❹ 建築年

● 宅地建物取引士（宅地建物取引
主任者）の記名・押印または署
名があること

●建物の所在地 
● 新築年月日が昭和５６年６月1日

以降であること

次の点を確認できることが必要です。

F  売買契約書 ❹ 建築年

● 宅地建物取引士（または宅地建
物取引主任者）の記名・押印ま
たは署名があること

● 建物の所在地
● 建築確認年月日が昭和56年6月

1日以降であること
● 「新築」であること
　（建設、建築、竣工、完成、着工

といった記載でも可）

次の点を確認できることが必要です。

確認資料とすることができる主な書類
建築確認申請書 A 建築基準法第18条第3項の規定による適合する旨の通知書
確認済証（確認通知書） B 建築基準法に基づく確認済の証
検査済証 C 建築確認証明書（建築物確認証明書）
登記簿謄本または全部事項説明書 D 建築確認申請（計画通知）台帳記載証明書
宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書 E 住宅用家屋証明書（租税特別措置法に関する証明願、新築住宅証明書）
宅地建物取引業法に基づく不動産売買契約書 F  または賃貸住宅契約書 証明願（証明書）
建築年割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、保険契約継続証、
異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまたはこれらの代替として保険
会社が保険契約者に対して発行する書類もしくは電子データのいずれか

家屋所在証明書（固定資産（家屋）所在証明書、物件証明、課税台帳登録事項
証明、評価証明、家屋課税台帳）

登記申請書 不動産登記情報（全部事項）（インターネット）
建物登記済権利証 確認済証（確認通知書）+建築確認申請書の副本およびその添付図書

登記事項要約書 登記の申請にあたり申請者が登記所に提出する工事完了引渡証明書または
建物引渡証明書

名義変更届（建築主等変更届）

■	建築年割引（10%割引）
適用条件：1981年（昭和56年）6月1日以降に新築された建物であること

地震保険には建物の耐震性能に応じた保険料の割引制度があります。
割引の適用を受けるためには、下記の適用条件を満たすことが確認できる所定の確認資料のコピーの提出が必要となります。
なお、割引は下記いずれか1つのみ適用でき、各割引を重複して適用させることはできません。

■	免震建築物割引（50%割引）、耐震等級割引（50~10%割引）
適用条件： 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物に該当する建物であること、または耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）

を有している建物であること
○：割引を適用できる可能性がある書類（ご提出いただいたとしても適用条件に該当することが確認できない場合、割引を適用することはできません。）

確認資料とすることができる主な書類 免震建築物割引
（50％割引）

耐震等級割引
（50～10％割引）

建設住宅性能評価書または設計住宅性能評価書 G ○○ ○○
長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査適合証 H ○○ ○○
住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第３項の規定による長期使用構造等である旨の確認書 ○○ ○○
認定通知書 I 、変更認定通知書または承認通知書 ○○
免震建築物割引または耐震等級割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、保険契約継続証、 
異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまたはこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して
発行する書類もしくは電子データのいずれか

○○ ○○

住宅用家屋証明書 ○○
認定長期優良住宅建築証明書 ○○
設計内容説明書または構造計算書※1 ○○ ○○
フラット35Sに関する適合証明書 ○○ ○○
現金取得者向け新築対象住宅証明書 ○○ ○○
共用部分検査・評価シート ○○ ○○
住宅性能証明書 ○○ ○○
現況検査・評価書 ○○ ○○
耐震性能評価書 ○○
設計内容説明書+住宅型式性能認定書（または型式住宅部分等製造者認証書）※1 ○○

上記の資料をご提出いただいたとしても適用条件に該当することが確認できない場合、割引を適用することはできません。

■	耐震診断割引（10%割引）
適用条件： 地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法（1981年（昭和56年）6月1日施行）における耐震基準を満たす建物であること

確認資料とすることができる主な書類
耐震基準適合証明書 J 増改築等工事証明書
耐震診断割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、 
保険契約継続証、異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまた
はこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して発行する書類もし
くは電子データのいずれか

建物の所在地、耐震診断年月日および「平成18年国土交通省告示第185号※2 に
適合している」という文言が記載された書類

住宅耐震改修証明書 地方税法施工規則附則に基づく証明書

※1 認定通知書（変更認定通知書・承認通知書）などの「長期優良住宅に関する認定書類」や「住宅性能証明書」などとセットで提出が必要となります。
※2 平成25年国土交通省告示第1061号を含む。

※地震保険の始期日が2019年1月1日以
降の場合に対象となります。
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地震保険の割引適用を確認することができる書類

A 建築確認申請書（第一面～第五面） ❹ 建築年

●公的機関等の受領印・処理印が
あること

●「工事着手予定年月日」等で昭和
56年6月1日以降に新築された
ことが確認できること

●「新築」であること
（第四面の「工事種別」の欄等
に記載）

次の点を確認できることが必要です。

地震保険にご加入をお考えの方

地震保険割引確認資料の例

※各確認資料の建物の所在地、建築場所は地番表示で構いません。
※複数の割引に該当する場合には最も高い割引率を適用しますので、1 ～ 4 の割引を重複して適用させることはできません。

D 登記簿謄本または全部事項証明書

●建物の所在地 
● 新築年月日が昭和５６年６月1日

以降であること
（「原因およびその日付」欄）

次の点を確認できることが必要です。

❹ 建築年

K 他社の保険証券 ❶ 免震建築物 ❸ 耐震診断❷ 耐震等級 ❹ 建築年

●今回適用する割引と同じ割引が記載されていること  
（保険証券に記載されている割引と異なる割引を適用する場合は、 
あらためて確認資料のご提出が必要です。）

●耐震等級  
（耐震等級割引の場合）

次の点を確認できることが必要です。

※ご提出いただくコピーは保険証券の全面となります。

本ページ掲載の確認資料は一例です。ご不明な点がございましたら、SBI損保サポートデスクまでお問い合せください。

建設住宅性能評価書
（または設計住宅性能評価書）

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

●表紙に

または

のマークがあることをご確認 
ください。

次の点を確認できることが必要です。

※ご提出いただくコピーは評価書の 
　全面となります。

G
長期優良住宅建築等計画に係る
技術的審査適合証

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

●登録住宅性能評価機関の記名
および押印があること

●建物の所在地

次の点を確認できることが必要です。

H
B 確認済証（確認通知書） ❹ 建築年

● 確認年月日が昭和５６年６月1日
以降であること

●建築場所 
●「新築」であること  
　（工事種別）

次の点を確認できることが必要です。

C 検査済証 ❹ 建築年

● 発行者が建築主事または指定 
確認検査機関であること

● 建築確認年月日または確認済証
交付年月日が昭和56年6月1日
以降であること

●建築場所 
●「新築」であること  
　（工事種別）

次の点を確認できることが必要です。

J 耐震基準適合証明書 ❸ 耐震診断

●証明者（建築士等）の記名・押印
または署名があること

●建物の所在地 

次の点を確認できることが必要です。

●地方公共団体の長など  
所管行政官庁が分かる記名および
押印があること

●建物の所在地 

次の点を確認できることが必要です。

※免震建築物割引、耐震等級割引（耐震等級
3）の適用を受ける場合は、別途免震建築物
であること、または耐震等級3であることが
確認できる資料のご提出が必要です。

認定通知書
（長期優良住宅）

❶ 免震建築物
❷ 耐震等級

I

各資料の横の ❶	免震建築物 ❸	耐震診断❷	耐震等級 ❹	建築年  は、
ご提出いただくことで適用の可能性がある割引を表示しています。

E  重要事項説明書 ❹ 建築年

● 宅地建物取引士（宅地建物取引
主任者）の記名・押印または署
名があること

●建物の所在地 
● 新築年月日が昭和５６年６月1日

以降であること

次の点を確認できることが必要です。

F  売買契約書 ❹ 建築年

● 宅地建物取引士（または宅地建
物取引主任者）の記名・押印ま
たは署名があること

● 建物の所在地
● 建築確認年月日が昭和56年6月

1日以降であること
● 「新築」であること
　（建設、建築、竣工、完成、着工

といった記載でも可）

次の点を確認できることが必要です。

確認資料とすることができる主な書類
建築確認申請書 A 建築基準法第18条第3項の規定による適合する旨の通知書
確認済証（確認通知書） B 建築基準法に基づく確認済の証
検査済証 C 建築確認証明書（建築物確認証明書）
登記簿謄本または全部事項説明書 D 建築確認申請（計画通知）台帳記載証明書
宅地建物取引業法に基づく重要事項説明書 E 住宅用家屋証明書（租税特別措置法に関する証明願、新築住宅証明書）
宅地建物取引業法に基づく不動産売買契約書 F  または賃貸住宅契約書 証明願（証明書）
建築年割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、保険契約継続証、
異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまたはこれらの代替として保険
会社が保険契約者に対して発行する書類もしくは電子データのいずれか

家屋所在証明書（固定資産（家屋）所在証明書、物件証明、課税台帳登録事項
証明、評価証明、家屋課税台帳）

登記申請書 不動産登記情報（全部事項）（インターネット）
建物登記済権利証 確認済証（確認通知書）+建築確認申請書の副本およびその添付図書

登記事項要約書 登記の申請にあたり申請者が登記所に提出する工事完了引渡証明書または
建物引渡証明書

名義変更届（建築主等変更届）

■	建築年割引（10%割引）
適用条件：1981年（昭和56年）6月1日以降に新築された建物であること

地震保険には建物の耐震性能に応じた保険料の割引制度があります。
割引の適用を受けるためには、下記の適用条件を満たすことが確認できる所定の確認資料のコピーの提出が必要となります。
なお、割引は下記いずれか1つのみ適用でき、各割引を重複して適用させることはできません。

■	免震建築物割引（50%割引）、耐震等級割引（50~10%割引）
適用条件： 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物に該当する建物であること、または耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）

を有している建物であること
○：割引を適用できる可能性がある書類（ご提出いただいたとしても適用条件に該当することが確認できない場合、割引を適用することはできません。）

確認資料とすることができる主な書類 免震建築物割引
（50％割引）

耐震等級割引
（50～10％割引）

建設住宅性能評価書または設計住宅性能評価書 G ○○ ○○
長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査適合証 H ○○ ○○
住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第３項の規定による長期使用構造等である旨の確認書 ○○ ○○
認定通知書 I 、変更認定通知書または承認通知書 ○○
免震建築物割引または耐震等級割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、保険契約継続証、 
異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまたはこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して
発行する書類もしくは電子データのいずれか

○○ ○○

住宅用家屋証明書 ○○
認定長期優良住宅建築証明書 ○○
設計内容説明書または構造計算書※1 ○○ ○○
フラット35Sに関する適合証明書 ○○ ○○
現金取得者向け新築対象住宅証明書 ○○ ○○
共用部分検査・評価シート ○○ ○○
住宅性能証明書 ○○ ○○
現況検査・評価書 ○○ ○○
耐震性能評価書 ○○
設計内容説明書+住宅型式性能認定書（または型式住宅部分等製造者認証書）※1 ○○

上記の資料をご提出いただいたとしても適用条件に該当することが確認できない場合、割引を適用することはできません。

■	耐震診断割引（10%割引）
適用条件： 地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法（1981年（昭和56年）6月1日施行）における耐震基準を満たす建物であること

確認資料とすることができる主な書類
耐震基準適合証明書 J 増改築等工事証明書
耐震診断割引が適用されていることがわかる保険証券 K 、保険契約証、 
保険契約継続証、異動承認書、満期案内書類、契約内容確認のお知らせまた
はこれらの代替として保険会社が保険契約者に対して発行する書類もし
くは電子データのいずれか

建物の所在地、耐震診断年月日および「平成18年国土交通省告示第185号※2 に
適合している」という文言が記載された書類

住宅耐震改修証明書 地方税法施工規則附則に基づく証明書

※1 認定通知書（変更認定通知書・承認通知書）などの「長期優良住宅に関する認定書類」や「住宅性能証明書」などとセットで提出が必要となります。
※2 平成25年国土交通省告示第1061号を含む。

※地震保険の始期日が2019年1月1日以
降の場合に対象となります。
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